第１号様式（第８条関係）
年　　月　　日

台東区デザイナー・クリエイター等定着支援事業補助金新規交付申請書


台　東　区　長　　殿

所在地
会社名又は屋号
代表者名　　　　　　　　　　　(※)
(※)法人の場合は、記名押印してください。
　
  標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いますので、台東区デザイナー・クリエイター等定着支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、補助金の交付を申請します。

記
								
  １．補助期間　　	年　　月　　日　から	　	年　　月　　日　まで

２．補助金交付申請額

	総事業費
	                     円

	補助対象経費
	　　　　　　　　　　    円

	補助金交付申請額
	円（1,000円未満切捨て）



＜添付書類＞
(１)　事業計画書（別紙１－１）（別紙１－２）
(２)　事業収支予算書（別紙２）
(３)　本補助金の事業経費に係る消費税の扱いについて（別紙３）
(４)　最新の決算報告書
(５)　最新の納税証明書
(６)　会社概要
(７)　その他区長が必要と認める書類
・東京都台東区暴力団排除条例（平成２３年１２月台東区条例第２９号）第８条の規定に基づき、この補助金の交付により、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなると認められるときは、交付決定をされず、交付決定を取り消されても異議のないことを誓約します。
・申請者等が暴力団員でないことを確認するため区が必要に応じて本書を関係機関に提供することに同意します。

別紙１－１

事 業 計 画 書


１．会社名又は屋号




　２．事業所・店舗の状況（所在地、面積、家賃）









３．事業内容
















別紙１－２
台東区デザイナー・クリエイター等定着支援事業　事業計画書

１．応募者の概要
	業種（具体的に）
	営業場所（予定地）
	創業・設立日

	
	
	年　　　月　　　日



２．今後３年間の収支見込み
	
	直近期末※１
( 　年 　月期)
	１年後
(　 年 　月期)
	２年後
(  年 　月期)
	３年後
(  年 　月期)

	①売上高
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	

	③人件費
	
	
	
	

	④家賃支払
	
	
	
	

	⑤その他営業費用
	
	
	
	

	⑥営業利益
	
	
	
	

	前年比増減率
	
	
	
	


※　新規に開業される方、開業１年未満の方は空欄で結構です。

３．２の①売上高をどのように実現していくのか、具体的に記入してください。（取引店舗数、固定客数、手取り収入等数値的な目標でもよい）
	（今後３年間の売上目標）
　　　　　〔売り上げ目標を達成するために、単価、数量、その他の観点から具体的にどのような取り組みを展開するか記載してください〕
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　売上高

　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

	（１年目）

	（２年目）

	（３年目）



４．台東区内に事業所・店舗を開設する動機等、本区で事業を行うことへの考え・想い








５．自社及び自社の製品について、強み・セールスポイント等、ご自由にＰＲしてください。








※会社概要・商品概要等をお持ちの場合は、各８部を別途提出してください。
別紙２
事業収支予算書　
１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　目
	金　　額
	内　　訳
	備　　考

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



２．支出の部
	項　　目
	金　　額
	内　　訳
	備　　考

	補助対象経費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	合　　計
	
	
	


別紙３
本補助金の事業経費に係る消費税の扱いについて


１．交付申請における消費税の取扱い（どちらかを選択）　　　　　　　　【　　　】
　　①　補助対象額に消費税額を含めないで申請額を算出 　→　項番２以降、記入不要
　　②　補助対象額に消費税額を含めて申請額を算出

２．項番１で②を選択した理由（いずれか１つを選択）　　　　　　　　　【　　　】
　　①　消費税法における納税義務者でない
　　②　消費税の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択していない
　　③　簡易課税制度を適用する事業者である
　　④　①から③に該当しないため、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した際に、当該仕入控除税額の全部又は一部を返還する

３．確定申告月（項番２で③又は④を選択した場合のみ記入）　　　　【　　　】月申告 


（注）項番２で②を選択した場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び決算書等、免税事業者であることが確認できる資料を添付すること。
（注）項番２で③を選択した場合は、消費税の申告を行ったとき、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）を速やかに提出すること。
（注）項番２で④を選択した場合は、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定したとき、同交付要綱第１７条第１項の規定により、速やかに報告すること。











